
平成 18年 10月期 個別財務諸表の概要    平成 18年 12月 12日

上   場   会   社   名       アヲハタ株式会社 上場取引所 東

コード番号       2830 本社所在都道府県

（ ＵＲＬ　http://www.aohata.co.jp ） 広島県

代       表      者    役職名    代表取締役社長　　        氏名   多智花　宏治

問合せ先責任者    役職名  　取締役総務部長            氏名   豊政　　　  茂                  TEL(0846)26-0111
決算取締役会開催日　平成 18年 12月 12日                    配当支払開始予定日　平成 19年  1月 29日
定時株主総会開催日　平成 19年  1月 26日                    単元株制度採用の有無   有  （１単元100株）

１. 18年 10月期の業績（平成 17年 11月 1日 ～ 平成 18年 10月 31日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 10月期 17,819 1.5 440 △ 17.7 522 △ 15.0

17年 10月期 17,553 5.8 534 △ 14.7 614 △ 10.9

  １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

自 己 資 本
当期純利益率

総 資　産
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

18年 10月期 283 △ 26.9 41.18 - 5.2 5.2 2.9

17年 10月期 388 △ 1.6 53.88 - 7.4 6.2 3.5
(注)①期中平均株式数 18年 10月期    6,890,323 株          17年 10月期    6,890,753 株 
     ②会計処理の方法の変更　　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年 10月期 10,357 5,548 53.6 805.26

17年 10月期 9,647 5,369 55.7 776.87

（注）①期末発行済株式数　18年 10月期    6,890,200　株　　　17年 10月期    6,890,463 株

      ②期末自己株式数      18年 10月期          9,800　株　　　17年 10月期         9,537  株

２. 19年 10月期の業績予想（ 平成 18年 11月 1日  ～  平成 19年 10月 31日 ）

百万円 百万円 百万円

中 間 期 8,800 250 150

通　　 期 18,000 430 240

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　　　　 34円83銭

３.配当状況

・現金配当 配当金総額 配当性向 純資産配当率

中間期末 期末 年間 （百万円） （％） （％）
18年10月期 6.00 7.00 13.00 89 31.6 1.6
17年10月期 6.00 7.00 13.00 89 23.1 1.7
19年10月期(予想) 6.00 6.00 12.00

※業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
   実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と大きく異なる結果となる可能性があります。

当期純利益経常利益売上高

１株当たり配当金（円）

総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益
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(1) 比較貸借対照表 
（単位：千円） 

前    期 

（平成17年10月31日現在） 

当    期 

（平成18年10月31日現在） 

増  減 

（△は減） 

期 別 

 

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  

Ⅰ 流 動 資 産         

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

製 品 

原 材 料 

仕 掛 品 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

関係会社短期貸付金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

151,500 

56,469 

2,979,828 

697,507 

58,111 

28,048 

6,109 

7,382 

91,759 

1,761,211 

83,223 

△ 24,400 

  

163,425 

51,468 

3,137,130 

642,841 

96,747 

37,266 

4,954 

5,754 

70,433 

1,904,603 

92,777 

△ 25,800 

  

    11,924 

△    5,001 

157,302 

△   54,666 

38.636 

      9,217 

△    1,154 

 △    1,627 

△   21,325 

143,392 

9,554 

△    1,400 

流 動 資 産 合 計 5,896,753 61.1 6,181,605 59.7 284,852 

Ⅱ 固 定 資 産              

(1) 有 形 固 定 資 産         

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工具器具及び備品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

 

1,028,072 

109,810 

331,187 

72 

61,804 

1,189,497 

2,510 

 

 

 

 

 

 

1,412,774 

127,273 

449,820 

5,218 

51,652 

1,178,241 

276 

 

 

 

 

 

 

384,701 

 17,462 

118,633 

     5,146 

 △   10,151 

△   11,255 

△    2,234 

有形固定資産合計 

(2) 無 形 固 定 資 産         

借 地 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

2,722,954 

 

4,561 

3,701 

6,830 

28.2 3,225,256 

 

4,561 

2,255 

6,763 

31.1    502,302 

 

－ 

  △    1,446 

△       66 

無形固定資産合計 15,092 0.2 13,580 0.1 △    1,512 

(3) 投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

関係会社長期貸付金 

破 産 債 権 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

差 入 保 証 金 

会 員 権 

貸 倒 引 当 金 

 

135,983 

460,756 

76,561 

33,562 

4,842 

5,639 

199,486 

89,212 

32,550 

△  26,077 

  

128,137 

460,653 

76,561 

10,312 

－ 

4,151 

159,773 

88,322 

13,900 

△   4,451 

  

△    7,845 

△      103 

 － 

△  23,250 

△    4,842 

△    1,488 

△   39,712 

  △      890 

△   18,650 

21,626 

投資その他の資産合計 1,012,518 10.5 937,362 9.1   △   75,156 

固 定 資 産 合 計 3,750,565 38.9 4,176,199 40.3   425,633 

資 産 合 計 9,647,318 100.0 10,357,804 100.0 710,485 
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（単位：千円） 

前    期 

（平成17年10月31日現在） 

当    期 

（平成18年10月31日現在） 

増  減 

（△は減） 

期 別 

 

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  

Ⅰ 流 動 負 債         
買 掛 金 

短 期 借 入 金 

関係会社短期借入金 
未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 
未 払 費 用 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 
役 員 賞 与 引 当 金 

 
2,382,713 

500,000 

179,129 
292,955 

162,050 

20,474 
21,781 

7,031 

132,100 
－ 

  
2,515,034 

1,210,000 

248,300 
167,080 

18,726 

－ 
23,391 

7,908 

118,400 
12,950 

  
    132,321 

710,000 

69,170 
△  125,874 

△  143,324 

  △   20,474 
    1,609 

       876 

△   13,700 
12,950 

流 動 負 債 合 計 3,698,236 38.3 4,321,792 41.7 623,555 

Ⅱ 固 定 負 債              

関係会社長期借入金 
退 職 給 付 引 当 金 

役員退任慰労引当金 

40,000 
406,680 

132,410 

 － 
349,372 

138,212 

 △   40,000 
△   57,307 

5,802 

固 定 負 債 合 計 579,090 6.0 487,584 4.7 △   91,505 

負 債 合 計 4,277,327 44.3 4,809,377 46.4 532,049 

（  資  本  の  部  ）      

Ⅰ 資 本 金 644,400 6.7 － － △  644,400 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 
その他資本剰余金 

自己株式処分差益 

 

714,563 
13 

13 

 

 
 

 

 

－ 
－ 

－ 

  

△  714,563 
△       13 

△       13 

資 本 剰 余 金 合 計 714,577 7.4 － － △  714,577 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

任 意 積 立 金 
特別償却準備金 

別 途 積 立 金 

当 期 未 処 分 利 益 

 

127,890 

3,364,123 
4,123 

3,360,000 

445,296 

  

－ 

－ 
－ 

－ 

－ 

  

△  127,890 

△3,364,123 
△    4,123 
△3,360,000 
△  445,296 

利 益 剰 余 金 合 計 3,937,310 40.8 － － △3,937,310 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 81,922 0.9 － － △   81,922 

Ⅴ 自 己 株 式 △ 8,218 △ 0.1 － － 8,218 

  資 本 合 計 5,369,991 55.7 － － △5,369,991 

  負 債 、 資 本 合 計 9,647,318 100.0 － － △9,647,318 
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（単位：千円） 

前    期 

（平成17年10月31日現在） 

当    期 

（平成18年10月31日現在） 

増  減 

（△は減） 
期 別 

 
科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 純 資 産 の 部 ）   ％ ％   

Ⅰ 株 主 資 本 
資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 
その他資本剰余金 

自己株式処分差益 

 
－ 
 
－ 
－ 
－ 

 
－ 
 
 
 

 
644,400 
 

714,563 
13 
13 

 
6.2 

 

 
 

 
644,400 

 

714,563 
13 

13 

資 本 剰 余 金 合 計 － － 714,577 6.9 714,577 

利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金 

その他利益剰余金 

特別償却準備金 
別 途 積 立 金 

繰越利益剰余金 

 
－ 

－ 

－ 
－ 

－ 

  
127,890 

3,986,610 

2,303 
3,640,000 

344,306 

  
127,890 

3,986,610 

2,303 
3,640,000 

344,306 

利 益 剰 余 金 合 計 － － 4,114,500 39.7 4,114,500 

自 己 株 式 － － △ 8,694 △ 0.0 △    8,694 

  株 主 資 本 合 計 － － 5,464,782 52.8 5,464,782 

Ⅱ 評 価・換算差額等 

  その他有価証券評価差額金 

 

－ 

 

－ 

 

83,644 

 

0.8 

 

83,644 

  評価・換算差額等合計 － － 83,644 0.8 83,644 

  純 資 産 合 計 － － 5,548,427 53.6 5,548,427 

負 債、純資産合計 － － 10,357,804 100.0 10,357,804 
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(2) 比較損益計算書 
（単位：千円） 

前    期 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

当    期 
自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日 

増  減 

（△は減） 

期 別 

 

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

  ％  ％  

Ⅰ 売 上 高         

Ⅱ 売 上 原 価         

17,553,258 

14,979,049 

100.0 

85.3 

17,819,831 

15,357,816 

100.0 

86.2 

  266,572 

   378,767 

売 上 総 利 益 

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

2,574,209 

2,039,695 

14.7 

11.7 

2,462,014 

2,021,912 

13.8 

11.3 

  △  112,194 

△   17,783 

営 業 利 益 

Ⅳ 営 業 外 収 益         

受 取 利 息 

受 取 配 当 金 

賃 貸 料 収 入 

そ の 他 の 収 益 

Ⅴ 営 業 外 費 用         

支 払 利 息 

賃 貸 物 件 諸 費 用 

そ の 他 の 費 用 

534,514 

167,194 

23,025 

29,192 

109,251 

5,725 

87,358 

6,260 

77,497 

3,600 

3.0 

1.0 

 

 

 

 

0.5 

440,102 

164,050 

24,457 

32,803 

101,694 

5,095 

81,685 

8,340 

70,556 

2,788 

2.5 

0.9 

 

 

 

 

0.5 

  △   94,411 

△    3,144 

1,432 

    3,610 

  △    7,557 

△      629 

  △    5,673 

2,080 

  △    6,940 

  △      812 

経 常 利 益 

Ⅵ 特 別 利 益 

   貸倒引当金戻入益 

614,350 

－ 

－ 

3.5 

－ 

 

522,468 

2,202 

2,202 

2.9 

0.0 

 

△   91,882 

2,202 

2,202 

Ⅶ 特 別 損 失         

固 定 資 産 除 却 損 

減 損 損 失 

投資有価証券評価損 

貸倒引当金繰入額 

3,750 

－ 

－ 

－ 

3,750 

0.0 51,615 

29,282 

11,255 

11,076 

－ 

0.3 47,865 

    29,282 

11,255 

11,076 

△    3,750 

税 引 前 当 期 純 利 益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

610,600 

223,130 

  △    772 

3.5 

1.3 

  △ 0.0 

473,055 

129,418 

59,871 

2.6 

0.7 

  0.3 

△  137,544 

△   93,711 

  60,643 

当 期 純 利 益 

前 期 繰 越 利 益 

中 間 配 当 額 

388,242 

98,398 

41,344 

2.2 283,765 

－ 

－ 

1.6  △  104,477 

△   98,398 

 △   41,344 

当 期 未 処 分 利 益 445,296  －   △  445,296 
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(3) 利益処分計算書 

                                               （単位：千円） 
前    期 
株主総会承認日 
(平成18年１月27日) 

期 別 

 

科 目 金 額 

Ⅰ 当期未処分利益         

Ⅱ 任意積立金取崩高 

特別償却準備金取崩高 

退職金積立金取崩高 

 

 

 

 

909 

－ 

445,296 

 

 

909 

合 計 

Ⅲ 利 益 処 分 額         

配 当 金 

役 員 賞 与 金 

(うち監査役賞与金) 

任 意 積 立 金 

別 途 積 立 金 

 

 

 

 

 

 

280,000 

 

 

48,233 

17,000 

(2,600) 

 

280,000 

446,206 

 

 

 

 

 

345,233 

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益           100,973 
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(4) 株主資本等変動計算書 
 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

そ  の  他 

資本剰余金 
その他利益剰余金 

 

資本金 資  本 

準備金 自己株式

処分差益 

資本剰余金

合計 

利  益    

準備金 特別償却

準 備 金 

別  途     

積立金 

繰越利益 

剰 余 金 

利益剰余金

合計 

 

 

自己株式 

 

 

株主資本合計 

平成17年10月31日 残高（千円） 644,400 714,563 13 714,577 127,890 4,123 3,360,000 445,296 3,937,310 △8,218 5,288,068 

事業年度中の変動額            

剰余金の内訳科目の間の振替 － － － － － △1,819 280,000 △278,180 － － － 

剰余金の配当 － － － － － － － △48,233 △48,233 － △48,233 

剰余金の配当（中間配当） － － － － － － － △41,341 △41,341 － △41,341 

利益処分による役員賞与 － － － － － － － △17,000 △17,000 － △17,000 

当期純利益 － － － － － － － 283,765 283,765 － 283,765 

自己株式の取得 － － － － － － － － － △476 △476 

株主資本以外の項目の事業 

年度中の変動額（純額） 
－ － － － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計（千円） － － － － － △1,819 280,000 △100,989 177,190 △476 176,714 

平成18年10月31日 残高（千円） 644,400 714,563 13 714,577 127,890 2,303 3,640,000 344,306 4,114,500 △8,694 5,464,782 

 

 
 評価・換算差額等 純資産合計 

平成17年10月31日 残高（千円） 81,922 5,369,991 

事業年度中の変動額   

剰余金の内訳科目の間の振替 － － 

剰余金の配当 － △ 48,233 

剰余金の配当（中間配当） － △ 41,341 

利益処分による役員賞与 － △ 17,000 

当期純利益 － 283,765 

自己株式の取得 － △    476 

株主資本以外の項目の事業 

年度中の変動額（純額） 
1,722 1,722 

事業年度中の変動額合計（千円） 1,722 178,436 

平成18年10月31日 残高（千円） 83,644 5,548,427 
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重要な会計方針 
 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

(1) 子会社株式 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法 

製品、原材料および仕掛品は移動平均法による原価法によっております。 

貯蔵品は、最終仕入原価法によっております。 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く）のうち、平成10年４月１日以後に取得したものについては、定額法によっており

ます。 

上記以外の有形固定資産については、定率法によっております。 

耐用年数および残存価額については、法人税法の定めと同一の基準によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物      ３年～47年 

機械及び装置  ２年～17年 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年間）に基づく定額法によってお

ります。 

(3) 長期前払費用 

定額法によっております。 

 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過年度の貸倒実績率を基礎とした貸倒見込率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支払に備えるため、支給対象期間基準を基礎に将来の支給見込額を加味して計上して

おります。 

  (3) 役員賞与引当金 

      役員に支給する賞与の支払に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき当事業

年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

各事業年度の数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により、それぞれの発生年度の翌事業年度から費用処理することとしております。 

(5) 役員退任慰労引当金 

将来の役員退任慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
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５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によっております。 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

 

 

 

財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 
１．当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見 

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基 

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これにより税引前当期純利益は11,255千円減少し 

ております。 

  なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 

２．当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準適用指針第４号 平成17年11月29日）を適用し 

ております。これにともない、当事業年度より役員賞与を発生した事業年度の費用として処理する方法に変更し 

ております。この結果、販売費及び一般管理費が13,882千円増加し、営業利益、経常利益および税引前当期純利 

益が同額減少しております。 

３．当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月 

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

  平成17年12月９日）を適用しております。従来の資本の部の合計に相当する金額は5,548,427千円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 
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注記事項 
（貸借対照表関係） 
 前 期  当 期 

１．有形固定資産の減価償却累計額 3,245,558千円  3,323,360千円 

２．保証債務 26,122千円  26,625千円 
 
 
（損益計算書関係） 
 前 期  当 期 

１．特別損失の内訳    
 固定資産除却損 建     物 

                   構  築  物 

                   機 械及び装 置 

                    工具器具及び備品 

－千円 

－千円 

－千円 

－千円 

 8,334千円 

4,703千円 

16,158千円 

85千円 

２．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 315,490千円  320,604千円 

３．減損損失 

  当社は、事業資産については管理会計上の区分で、遊休資産については個別の物件単位でグルーピングを行って 

おります。当事業年度において以下の遊休資産について、地価が大幅に下落しているため帳簿価額を回収可能価 

額まで減額し、当該減少額を減損損失（11,255千円）として特別損失に計上しております。 

  なお、回収可能価額については固定資産税評価額を基に評価した正味売却価額によって測定しております。 

 

                         場  所  広島県竹原市 

                         用  途  遊休資産 

                         種  類  土地 

                         減損損失  11,255千円 
 
 
（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成17年11月１日 至平成18年10月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 前期末株式数 

（株） 
当期増加株式数 
（株） 

当期減少株式数 
（株） 

当期末株式数 
（株） 

自己株式     
普通株式   （注） 9,537 263 － 9,800 
合計 9,537 263 － 9,800 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加263株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
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（リース取引関係） 
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  前 期  当 期 

  
取 得 価 額 
相 当 額 

減価償却累計額 
相 当 額 

期 末 残 高 
相 当 額 

 
取 得 価 額 
相 当 額 

減価償却累計額 
相 当 額 

期 末 残 高 
相 当 額 

  千円 千円 千円  千円 千円 千円 
機 械 及 び 装 置  1,743,198 1,030,093 713,104  1,495,111 785,019 710,092 

工具器具及び備品  77,692 49,987 27,705  64,542 50,889 13,653 

合 計  1,820,890 1,080,081 740,809  1,559,654 835,908 723,745 

 
(2) 未経過リース料期末残高相当額等 
  未経過リース料期末残高相当額 
 前 期  当 期 

１ 年 内 299,292千円  248,297千円 
１ 年 超 452,406千円  484,130千円 
合 計 751,699千円  732,428千円 

 
(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失 
 前 期  当 期 

支 払 リ ー ス 料 364,384千円  340,324千円 
減 価 償 却 費 相 当 額 347,877千円  325,502千円 
支 払 利 息 相 当 額 13,301千円  12,707千円 

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 
(5) 利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法
によっております。 

 

（減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 

 

 

（有価証券関係） 

前期（自平成16年11月１日  至平成17年10月31日）および当期（自平成17年11月１日  至平成18年10月31日）にお

ける子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは所有しておりません。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

 前   期 

（平成17年10月31日現在） 

 当   期 

（平成18年10月31日現在） 

① 流動の部 

（繰延税金資産） 

   

未 払 事 業 税 

賞与引当金損金算入限度超過額 

そ の 他 

繰 延 税 金 資 産 合 計 

10,557千円 

53,368 

27,833 

91,759 

 3,000千円 

47,833 

19,600 

70,433 

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 91,759  70,433 
② 固定の部 

（繰延税金資産） 

   

退職給付引当金損金算入限度超過額 

役員退任慰労引当金損金不算入額 

そ の 他 

繰 延 税 金 資 産 小 計 

評 価 性 引 当 額 

163,327 

53,493 

40,375 

257,196 

－ 

 141,146 

55,837 

38,288 

235,273 

△ 17,238 

繰 延 税 金 資 産 合 計 257,196  218,034 

（繰延税金負債）    

特 別 償 却 準 備 金 

その他有価証券評価差額金 

繰 延 税 金 負 債 合 計 

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 

△  2,178 

△ 55,531 

△ 57,709 

199,486 

 △  1,561 

△ 56,698 

△ 58,260 

159,773 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 

 前   期 

（平成17年10月31日現在） 

 当   期 

（平成18年10月31日現在） 

  

  法定実効税率 

（調  整） 

 

    40.4% 

  

重要な差異がないため、 

記載は省略しておりま 

交際費等永久に損金に算入されない項目 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 

試 験 研 究 費 の 法 人 税 額 特 別 控 除 

そ の 他 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 

1.4 

△ 1.8 

△  4.8 

   1.2 

36.4 

 す。 
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役 員 の 異 動        （平成19年１月26日付） 
 

１．代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

 

２．その他の役員の異動 

退任予定監査役 

監 査 役 
わ か い 

若 井 

ゆ う じ 

雄 次 
 

 

以 上 


